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研究成果の概要（和文）：全国から抽出した272の市区町村内にある6部門（保健、スポーツ、教育、都市計画、
交通、環境）を対象に、住民の身体活動促進のための施策や行動計画の策定および実施状況について調査した。
その結果、行動計画の策定・実施率が高かったのは、保健およびスポーツ部門であった。計画・実施された事業
内容は、部門固有のものと他部門と類似するものがあった。部門間連携は保健・スポーツ・教育の間において、
および都市計画・交通・環境の間で進んでいた。

研究成果の概要（英文）：About the formulation and implementation status of measures and action plans
 for promoting physical activity of residents for 6 departments (health, sports, education, city 
planning, transportation, environment) in 272 municipalities extracted from all over the country 
investigated.
As a result, the health and sports sectors had the highest rate of action plan formulation and 
implementation.Some of the projects implemented were sector-specific and some were similar to other 
sectors.Inter-sectoral collaboration has progressed between health, sports and education, and 
between city planning, transportation and the environment.

研究分野：身体活動・運動

キーワード： 身体活動・運動　地方自治体　施策・行動計画

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、健康づくりのための身体活動促進は、保健部門やスポーツ部門が主体的に実施されてきたが、学校体
育に関係する教育部門、まちづくりを担当する都市計画部門、公共交通を司る交通部門なども身体活動促進に関
わることができる部門である。
本研究は、各部門における身体活動促進のための事業の内容および自治体のサイズによる特徴を明らかにした。
この成果は、複数の部門が連携して国民の身体活動を促進するための活動が行われる際の基礎資料として役立つ
ものと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
これまで、我が国の身体活動促進は主に健康部門やスポーツ部門がリードしてきた。しかしな
がら、学校体育を管轄する教育部門および生活の基盤を支える都市計画部門や交通部門などは、
国民の身体活動の促進に関わることができる部門であり、それらの部門が協働して目的を達成
することの重要性について述べた国際的文書や声明が相次いで発表されている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、全国の地方自治体の各部門（保健、スポーツ、教育、都市計画、交通、環
境）における身体活動促進に関する行動計画の策定と実施の現状を把握し、多部門が連携した
施策の策定と実施を促進するための科学的根拠を示すことである。 
 
３．研究の方法 
対象とした自治体は 272 市区町村であり、その内訳は政令指定都市と特別区のすべてと、人
口 20～70 万人未満の 30%、人口 5～20万人未満の 20%、および人口 5万人未満の 10%の市町村
を母集団から無作為抽出した。さらに、抽出した市区町村内にある 6部門（保健、スポーツ、
教育、都市計画、交通、環境）を対象に本調査を実施した。調査対象の総数は 1,632 件（272
市区町村×6部門）であった。 
調査内容は、①身体活動促進に関する行動計画（地方計画）の策定について、②行動計画
（地方計画）に基づいて実際に行われた事業や活動について、③行動計画（地方計画）の評価
についてであった。 
 
４．研究成果 
本調査の対象（1632 件）の内の 616 件から回答があり、全体の回答率は 37.7%であった。各
部門の回答数（回答率）は、保健部門 72（26.5%）、スポーツ部門 130（47.8%）、教育部門 47
（17.3%）、都市計画部門 121（44.5%）、交通部門 107（39.3%）、環境部門 139（51.1%）であっ
た（表１）。身体活動促進に関する行動計画の策定状況は以下のとおりである。 
保健部門では、調査に回答した市区町村 72 のうち、62（86.1％）において、行動計画が策
定されていた。 具体的な計画については、「情報提供（運動の必要性など）」が 91.9%、「運動
教室の実施（継続的なもの）」が 69.4%、「人材の活用・育成」が 64.5%の自治体で策定されて
いた。これらの行動計画は、主に教育部門（77.4%）、スポーツ部門（74.2%）、地域住民（67.7%）
と連携して策定されていた。策定された行動計画の 93.5％は、健康日本 21（第 2 次）に準じ
ていた。 
スポーツ部門では、調査に回答した市区町村 130 のうち、120（92.3％）において、行動計
画が策定されていた。 子どもや青少年に身体活動の実施を促す計画については、「地域（少年
スポーツ団体、地域スポーツクラブなど）」を対象としたものが 94.2%、「学校（体育授業、特
別活動、部活動の充実など）」を対象としたものが 65.8%、「保護者・家庭」を対象としたもの
が 30.8%の自治体で策定されていた。成人や高齢者に身体活動の実施を促す計画については、
「地域（スポーツ関連団体など）との連携」が 91.7%、「普及啓発（体験活動、情報提供など）」
が 90.8%の自治体で策定されていた。環境整備や情報提供を通じて身体活動の実施を促す計画
については、「スポーツ環境（施設）の充実」が 92.0%、「人材育成（指導者、ボランティアな
ど）」が 85.0%、「総合型地域スポーツクラブ」が 73.3%の自治体で策定されていた。これらの
行動計画は、主に教育部門（70.8%）、保健部門（55.0%）、地域住民（50.0%）と連携して策定さ
れていた。策定された行動計画の 75.8％は、スポーツ基本計画に準じていた。 
教育部門では、調査に回答した市区町村 47 のうち、24（51.0％）において、行動計画が策
定されていた。具体的な計画については、「学校（幼稚園を含む）における運動の推進」が 87.5%、
「地域における運動やスポーツの促進」が 70.8%、「運動やスポーツに関する教育、情報提供」、
「学校体育の工夫、改善」、「学校体育施設の開放」がそれぞれ 54.2%の自治体で策定されてい
た。これらの行動計画は、主に教育部門内の部署（70.8%）、スポーツ部門（54.2%）、保健部門
（37.5%）と連携して策定されていた。策定された行動計画の 79.2％は、教育振興基本計画に
準じていた。  
都市計画部門では、調査に回答した市区町村 121 のうち、68（56.2％）において、行動計画
が策定されていた。具体的な計画については、「公園・緑地の整備」が 83.8%、「公共交通機関
の利用促進」が 69.1%、「歩道・自転車道の整備」が 64.7%の自治体で策定されていた。これら
の行動計画は、主に交通部門（75.0%）、地域住民（73.5%）、学識経験者（69.1%）と連携して策
定されていた。策定された行動計画の 80.9％は、都市計画区域マスタープランに準じていた。  
交通部門では、調査に回答した市区町村 107 のうち、38（35.5％）において、行動計画が策
定されていた。具体的な計画については、「自転車利用のための環境整備」が 63.2%、「マイカ
ー利用から公共交通機関への転換」が 57.9%、「歩行者のための環境整備」が 47.4%の自治体で
策定されていた。これらの行動計画は、主に学識経験者（73.7%）、交通部門内の部署及び地域



住民（ともに 65.8%）と連携して策定されていた。策定された行動計画の 63.2％は、住民アン
ケートに準じていた。  
環境部門では、調査に回答した市区町村 139 のうち、38（27.3％）において、行動計画が策
定されていた。具体的な計画については、「自動車からの交通手段転換の推進」が 86.8%、「自
然環境に対する理解向上」が 50.0%、「自然公園や自然歩道の整備」が 36.8%の自治体で策定さ
れていた。これらの行動計画は、主に都市計画部門（68.4%）、交通部門（63.2%）、地域住民（57.9%）
と連携して策定されていた。策定された行動計画の 65.8％は、環境基本計画に準じていた。  
本研究は各部門における身体活動促進のための事業内容を明らかにすることができた。この
成果は、複数の部門が連携して国民の身体活動を促進するための活動が行われる際の基礎資料
として役立つものと考えられる。 

 
表１．調査の回答数（括弧内は回答率） 

区分 保健 スポーツ 教育 都市 計画 交通 環境 合計 

政令指定都市 
対象数：20 

10 
(50.0) 

14 
(70.0) 

2 
(10.0) 

11 
(55.0) 

8 
(40.0) 

15 
(75.0) 

60 
(50.0) 

特別区 
対象数：23 

10 
(43.5) 

12 
(52.2) 

2 
(8.7) 

9 
(39.1) 

7 
(30.4) 

10 
(43.5) 

50 
(36.2) 

20～70万人 
対象数：27 

10 
(37.0) 

21 
(77.8) 

8 
(29.6) 

16 
(59.3) 

17 
(63.0) 

17 
(63.0) 

89 
(54.9) 

5～20万人 
対象数：83 

27 
(32.5) 

42 
(50.6) 

14 
(16.9) 

42 
(50.6) 

38 
(45.8) 

48 
(57.8) 

211 
(42.4) 

5 万人未満 
対象数：119 

15 
(12.6) 

41 
(34.5) 

21 
(17.6) 

43 
(36.1) 

37 
(31.1) 

49 
(41.2) 

206 
(28.9) 

合計 
対象数：272 

72 
(26.5) 

130 
(47.8) 

47 
(17.3) 

121 
(44.5) 

107 
(39.3) 

139 
(51.1) 

616 
(37.7) 
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